
茅ヶ崎市空家等対策計画に位置付けた個別施策の検討方針について
茅ヶ崎空家等対策計画　施策一覧表（H29.3） 検討・準備 実施

空家等対策計画第４章
具体的な施策

施策名 施策内容 関連施策※計画策定時 H２９年度 H３０年度 H３１年度 H３２年度 H３３年度～ 関係課

①空き家の発生予防の啓
発ちらし・パンフレットの配
布

・ちらし、パンフレットの作成、印刷、配布
　（配布先：自治会役員、民生委員児童委員、空き家所有者、高齢者
世帯等）

-

　 　

・市民自治推進課
・保健福祉課

②「住まいの相談窓口」に
おける関係機関・関係団体
との連携

・平成２９年１月２５日より実施中
　（相談事例の蓄積、運用状況に応じて適時見直しを行う）

住まいづくりアクションプラン
取組１－１
・「住まいの相談窓口」の開設

・相談窓口関係課
・協定団体（９団体）

③関係団体と連携した空き
家相談会の実施

(1)住まいの相談窓口における協定団体の既存相談会から情報収集
を行う
(2)住まいの相談窓口における協定団体との連携方法について調整
する

- ・協定団体（９団体）

④インターネット、ケーブル
テレビ等のツールを活用し
た施策の広報

・自治会、市民へ配布するためのパンフレットを市HPに掲載
・職員がケーブルテレビ・ラジオ出演等により周知

- ・秘書広報課

⑤地域への啓発活動（出
前相談会）の検討

(1)課題地域のワークショップ開催
(2)出前講座登録制度の活用

住まいづくりアクションプラン
取組５－９
・高齢社会での「住まい」のモデル事業
高齢者が地域で住み続けることができる
ための取り組みを、モデル地域で実施

・企画経営課
・市民自治推進課
・保健福祉課
・環境保全課
・建築指導課
・消防本部予防課

⑥高齢者一人ひとりへの
支援に向けた専門家等と
の連携の検討

・高齢福祉介護課アドバイザー制度との連携
　　　　　　（職員派遣、情報共有等）

住まいづくりアクションプラン
取組３－４
・高齢者など住まいのアドバイザー派遣

・高齢福祉介護課

⑦木造住宅耐震等改修補
助の実施（継続）

(1)制度継続を担当課へ要請
(2)空き家も対象した制度に拡充できないかの検討

- ・建築指導課

⑧生活弱者支援住宅改修
費助成（バリアフリー）（継
続）

(1)制度継続を担当課へ要請
(2)耐震改修もあわせて周知できないかの検討

- ・高齢福祉介護課
・障害福祉課
・建築指導課

①空き家の適切な管理の
啓発ちらし・パンフレットの
配布

・ちらし、パンフレットの作成、印刷、配布
　　　（配布先：自治会役員、民生委員児童委員、空き家所有者等）

-

　 　

・市民自治推進課
・保健福祉課

②納税通知書を活用した
全住宅所有者への空き家
の適切な管理のお願い

・資産税課と実施に向けた協議
・通知書に記載する内容の検討
・毎年継続的に記載し内容は逐次時点修正

- ・資産税課

③「住まいの相談窓口」に
おける関係機関・関係団体
との連携（再掲）

・平成２９年１月２５日より実施中
　　　（相談事例の蓄積、運用状況に応じて適時見直しを行う）

住まいづくりアクションプラン
取組１－１
・「住まいの相談窓口」の開設

・相談窓口関係課
・協定団体（９団体）

④地域（自治会等）での見
守り事例の紹介

・HPで事例収集
・実際の効果、耐震改修の有無、課題点等の調査
・情報提供　（情報提供先：自治会、民生委員児童委員）

- ・市民自治推進課
・保健福祉課

⑤法を活用した連携体制
による改善指導の実施

・改善指導実績を一部公表を検討。(公開できる範囲で)
・改善指導した案件について調査分析をしたうえで、今後につなげる。

- ・環境保全課
・建築指導課
・消防本部予防課

2　空家等の発生予防に関
する事項

３　空家等の適切な管理の
促進に関する事項

（１） 

作成・印刷・配布 

運用・適時制度見直し 

ＨＰ掲載、ケーブルテレビ等に出演 

（２） 
協議                 実施 

問い合わせ・情報収集 

運用・適時制度見直し 

協議 実施・時点修正 

作成・印刷・配布 

（１） 

（２） 
協議                 周知 

担当課へ要請 

（１） 

（２） 
協議    制度設計       運用 

担当課へ要請 

協議 連携 

（２） 
登録        出前講座周知・開催 

課題地域選定、ワークショップ開催 

事例収集・調査            情報提供 

一部公表検討        調査分析・改善 

（２

（２

（１） 

資料２ 計画改定 



空家等対策計画第４章
具体的な施策

施策名 施策内容 関連施策※計画策定時 H２９年度 H３０年度 H３１年度 H３２年度 H３３年度～ 関係課

①「空き家活用等マッチン
グ制度」における関係団体
との連携

・平成２９年１月２５日より実施中
　　　（相談・登録事例の蓄積、運用状況に応じて適時見直しを行う）

- ・協定団体（２団体）

②リノベーション事例集の
作成

・HPで事例収集、個別事例問い合わせ
・実際の効果、耐震改修の有無、課題点等を調査し本市での実施の
可能性について検討
・情報提供　（情報提供先：自治会、民生委員児童委員、空き家所有
者、空き家活用等希望者等）

-

③子育て世帯や若者の居
住促進を目的とした中古住
宅の活用

・必要に応じて所有者・移住希望者へのアンケート調査の実施
・必要に応じて協定団体及び不動産業者からの情報取得
・JTIの制度を活用・連携した子育て世帯や若者の居住促進の検討

住まいづくりアクションプラン
取組１７－３１
・住み替え支援方策の検討

④まちづくりＮＰＯ等と連携
した地域の活動拠点、社会
福祉施設、子育て支援施
設等への利活用マッチング

・平成２９年１月２５日より実施中
　　　（相談・登録事例の蓄積、運用状況に応じて適時見直しを行う）
・ＮＰＯ団体への制度周知、利活用想定施設の紹介

- ・協定団体（２団体）
・ＮＰＯ団体

①「空き家活用等マッチン
グ制度」における関係団体
との連携（再掲）

・平成２９年１月２５日より実施中
　　　（相談・登録事例の蓄積、運用状況に応じて適時見直しを行う）

- ・協定団体（２団体）

②ポケットパーク・代替用
地等としての跡地の活用

③防災倉庫の設置場所と
しての検討

④跡地を活用した個別建
替えや共同建替えの誘導
策の検討

(1)基礎調査
・ケーススタディ、実施に当たっての庁内調整
・空き家アンケート結果より所有者へのアプローチ（アンケート実施）
・自治会等への問い合わせ（ニーズの把握）
・誘導策の検討
・HPで事例収集、個別事例問い合わせ
・実際の効果、課題点等の調査、実施の可能性について検討
(2)実施に向けた検討
・市補助メニュー及び予算措置の検討（第４次実施計画：Ｈ３０～）
・国の補助メニュー活用のエントリー（Ｈ３０～）

- ・庁内関係課

①助言・指導 ・実施に向けての詳細検討
　（必要に応じて空き家対策に係る庁内連携マニュアルの見直し）

-

②勧告（固定資産税等
の住宅用地特例の対象
から除外できる）

・実施に向けての詳細検討
　（必要に応じて空き家対策に係る庁内連携マニュアルの見直し）

-

③命令（行政代執行含む） ・実施に向けての詳細検討
　（必要に応じて空き家対策に係る庁内連携マニュアルの見直し）

-

①空家等対策計画の
見直し

・計画期間後の次期計画策定に向けて、準備を行う。 - 　 　 　

②（仮称）空き家条例策定
に向けての調査・研究

・平成29年2月23日付け市議会議員提言を受け、（仮称）空き家条例
策定についての調査・研究を行う。
空き家対策に関する政策提言＜別紙＞参照

-

＜その他＞
１　空家等の調査に関する
事項
６　空家等に関する対策の
実施体制に関する事項
７　その他空家等に関する
対策の実施に関し必要な
事項

・建築指導課
・環境保全課
・消防本部予防課
・安全対策課
・景観みどり課
・道路管理課
・資産税課
・高齢福祉介護課

４空家等及び除却した空家
等に係る跡地の利用の促
進に関する事項
５（１）空家等の適用

（ア）空家等の利活用促進
に関する事項

・建築指導課
・環境保全課
・消防本部予防課
・安全対策課
・景観みどり課
・道路管理課
・資産税課
・収納課

(1)基礎調査
・ケーススタディ、実施に当たっての庁内調整
・空き家アンケート結果より所有者へのアプローチ（アンケート実施）
・自治会等への問い合わせ（ニーズの把握）
・誘導策の検討
・HPで事例収集、個別事例問い合わせ
・実際の効果、課題点等の調査、実施の可能性について検討
(2)実施に向けた検討
・市補助メニュー及び予算措置の検討（第４次実施計画：Ｈ３０～）
・国の補助メニュー活用のエントリー（Ｈ３０～）

- ・庁内関係課

４空家等及び除却した空家
等に係る跡地の利用の促
進に関する事項
５（１）空家等の適用

（イ）除却した空家等に係る
跡地の利活用促進に向け
た事項

５（２）特定空家等の適用

課題点 

の抽出            

空き家 

実態調査 

計画の 

見直し 

次期計画 

運用 

調査・研究・方向性の検討            

運用（適宜マニュアルの検証）            

運用（適宜マニュアルの検証）           

運用（適宜マニュアルの検証）            

運用・適時制度見直し 

運用・適時制度見直し 

運用・適時制度見直し・制度周知 

アンケート・情報収集・居住促進の検討 制度構築 

事例収集・可能性の検討     情報提供 

庁内調整・アンケート・ニーズ把

握優先順位づけ・事例収集 

実施可能性の検討 

補助メニュー・予算措置の検討 

国の補助金エントリー         制度構築 

補助メニュー・予算措置の検討 

国の補助金エントリー         制度構築 

庁内調整・アンケート・ニーズ把

握誘導策の検討・事例収集 

実施可能性の検討 

（２） 

（１） 

（１） 

（２） 





〈別紙〉
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